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都道府県別たばこ消費本数と主要死因別標準化死亡比（以下 ）との関連を検討するこ
とにより，都道府県における喫煙の健康影響について探求することを目的とした。
各都道府県の2002年，2003年，2004年のたばこ売渡本数から返還本数と課税免除本数を差し

引いた値を同年の各都道府県男女別15歳以上人口で除して，男女別15歳以上１人当たりたばこ
消費本数を求めた。都道府県の男15歳以上１人当たりたばこ消費本数の年次間の相関と平均値
の差をみた。都道府県別15歳以上１人当たりたばこ消費本数と全死因，悪性新生物（総数，胃，
大腸，肝及び肝内胆管，気管・気管支及び肺），心疾患（総数，急性心筋梗塞）および脳血管
疾患の各 との相関係数を男女別に求めた。
男15歳以上１人当たりたばこ消費本数は年次間に高い相関がみられ，2002年から2004年にか

けて有意に低下していた。15歳以上１人当たりたばこ消費本数との間に，男の2002年で全死因，
気管・気管支及び肺の各 ，2003年で全死因，悪性新生物総数，気管・気管支及び肺の各

，2004年で気管・気管支及び肺の に有意な正相関がみられた。女では2003年で悪
性新生物総数の に有意な正相関がみられた。15歳以上１人当たりたばこ消費本数と基本
健康診査喫煙率，国民生活基礎調査喫煙率および国民栄養調査から計算した喫煙者指数との間
に有意の正相関がみられた。
都道府県別たばこ消費本数と主要死因別 との相関関係から，気管・気管支及び肺など

の主要死因で喫煙の影響を否定しえない結果が得られた。
たばこ消費本数，都道府県別標準化死亡比，悪性新生物，全死因

Ⅰ

喫煙の健康への影響はがん，肺疾患，心臓病，
脳卒中，その他の動脈硬化性の血管疾患，妊婦
と新生児への影響など多岐にわたっている1)。
肺がん死亡率の相対危険は１日の喫煙量が増え
ると直線的に上昇し1)，また喫煙開始年齢が低
いほどそのリスクが大きいといわれる2)。
さきに3)，短命県である青森県と長寿県であ

る長野県の市町村別たばこ売渡本数と主要死因
別 との関連について検討した結果，たば

こ売渡本数は悪性新生物総数，大腸，胃，気
管・気管支及び肺などの悪性新生物，脳血管疾
患，急性心筋梗塞など多くの主要死因別
との間に有意な正相関がみられた。
2003年５月21日の第56回世界保健総会におけ
る「たばこ規制枠組条約」4)の採択，同年５月
１日のわが国の健康増進法5)の施行などによっ
て受動喫煙の防止などの対策が進みつつある。
しかしわが国では，たばこ事業法6)によって
「たばこ産業の健全な発展」が図られていると
いう大きな矛盾を抱えている。
本研究では集団に対する喫煙の健康影響を検
討するために，都道府県別たばこ消費本数と主
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15歳以上１人当たりたばこ消費本数

男 女

2002年 2003 2004 2002 2003 2004

全国(荷重平均)
全国(中央値)

北 海 道
青 森 県
岩 手 県
宮 城 県
秋 田 県
山 形 県
福 島 県
茨 城 県
栃 木 県
群 馬 県

埼 玉 県
千 葉 県
東 京 都
神奈川県
新 潟 県
富 山 県
石 川 県
福 井 県
山 梨 県
長 野 県

岐 阜 県
静 岡 県
愛 知 県
三 重 県
滋 賀 県
京 都 府
大 阪 府
兵 庫 県
奈 良 県
和歌山県

鳥 取 県
島 根 県
岡 山 県
広 島 県
山 口 県
徳 島 県
香 川 県
愛 媛 県
高 知 県
福 岡 県

佐 賀 県
長 崎 県
熊 本 県
大 分 県
宮 崎 県
鹿児島県
沖 縄 県
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要死因別 の関連について検討した。

Ⅱ

資料として，各都道府県のたばこ税管轄部署
の協力によって得られた各都道府県のたばこ売
渡本数，返還本数，課税免除本数と厚生労働省
統計表データベースシステムに掲載された標準
化死亡比，主要死因・性・都道府県；二次医療
圏；保健所；市区町村別（平成10年～平成14
年)7)を用いた。
たばこ売渡本数は平成14年度，平成15年度，

平成16年度申請分（以下2002年，2003年，2004
年）の旧３級品（エコー，わかば，しんせい，
ゴールデンバット，バイオレット，ウルマの６
銘柄の紙巻きたばこ）と旧３級品以外の合計を
用いた。たばこ売渡本数から返還本数と課税免
除本数を差し引いた値をたばこ消費本数とした。
なお返還本数のたばこ売渡本数に対する割合の
平均値，標準偏差，最高値-最低値は2002年で
0.41％，0.06％，0.56-0.30％，2003年で0.47
％，0.07％，0.69-0.32％，2004年で0.49％，
0.10％，0.75-0.34％と都道府県および年度で
大きなばらつきはなかった。一方，課税免除本
数の割合の平均値，標準偏差，最高値-最低値
は2002年で0.13％，0.64％，4.42-０％，2003
年で0.13％，0.66％，4.50-０％，2004年で
0.16％，0.81％，5.59-０％というように成田
空港のある千葉県（各年次の最高値）が突出し
ている他は0.5％未満で０％の県もあった。な
お，青森県の2002年と2003年の課税免除本数が
不明（2004年は0.016％），茨城県の2002年から
2004年の課税免除本数が不明，山梨県の2002年
と2003年の返還本数と課税免除本数が不明
（2004年の返還本数と課税免除本数の合計は
0.54％）であったのでたばこ売渡本数から差し
引かなかった。
総務省ホームページ「統計でみる都道府県の

すがた2006」8)に掲載された2004年の男女別人
口に同年の15歳以上人口割合（生産年齢人口割
合と老年人口割合の合計）を乗じて男女別15歳
以上人口を求めた。各都道府県の2002年，2003

年，2004年のたばこ消費本数を男女別15歳以上
人口で除して，男女別15歳以上１人当たりたば
こ消費本数を求めた。男女別のたばこ消費本数
はわからないことから，この値はそれぞれ「全
て男性が消費したと仮定した場合」「全て女性
が消費したと仮定した場合」の本数である。
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相関 の符号付順位検定

2002年と
2003年

ｒ 0.983

ｐ＝0.000

ｐ 0.000
Ｎ 47

0.985
ｐ 0.000
Ｎ 47

2002年と
2004年

ｒ 0.990

ｐ＝0.000

ｐ 0.000
Ｎ 47

0.989
ｐ 0.000
Ｎ 47

2003年と
2004年

ｒ 0.974

ｐ＝0.000

ｐ 0.000
Ｎ 47

0.983
ｐ 0.000
Ｎ 47

注 ｒ： の相関係数、 ： の順位相関係数，ｐ
：有意確率、Ｎ：標本数
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2002～2004年の男15歳以上１人当たりたばこ
消費本数の年次間の相関（ 相関係数と

の順位相関係数）と平均値の差
（ の符号付順位検定）を検定した。
なお１人当たりたばこ消費本数は2003年の男の
み正規性が保障されたが，他は正規性が保障さ
れなかったため，相関係数は 相関係
数と の順位相関係数の両方を計算
し，平均値の差の検定はノンパラメトリック検
定（ の符号付順位検定）を行った。
15歳以上１人当たりたばこ消費本数と全死因，

悪性新生物（総数，胃，大腸，肝及び肝内胆管，
気管・気管支及び肺），心疾患（総数，急性心
筋梗塞），脳血管疾患の各 との
相関係数（ｒ）および 順位相関係
数（ ）を男女別に求めた。データ解析は

13.0ｊを用いた。
各都道府県の15歳以上１人当たりたばこ消費

本数と基本健康診査喫煙率（2003年）９)，国民
生活基礎調査喫煙率（2001年）10)，国民栄養調
査（1986年から1995年）11)から計算した喫煙者
指数との相関を計算した。

Ⅲ

に男女別の2002～2004年の都道府県別15
歳以上１人当たりたばこ消費本数を示した。
に都道府県別の男15歳以上１人当たりたばこ

消費本数の年次推移を示した。 に年次間の

相関と平均値の差を男の場合について示した。
年次間に高い相関がみられ，また2002年から
2004年にかけて有意に低下していた（相関，平
均値の差とも全てｐ＝0.000）。

に15歳以上１人当たりたばこ消費本数と
主要死因別 との関連を男女別に示した。
男女，各年次とも上段に 相関係数
（ｒ），下段に 順位相関係数（ ）
を示した。網掛けは有意水準５％で相関係数が
有意であることを示す。なお，正規性の検定の
結果，15歳以上１人当たりたばこ消費本数は男
の2003年のみ正規性が保障され， は男の
全死因，脳血管疾患，女の気管・気管支及び肺
以外は正規性が保障された。分布の正規性を考
慮して有意であるものを太枠で囲んで示した。
すなわち，２変量とも正規性が保障される場合
はｒを，どちらかが正規性が保障されない場合
は を太枠で囲んだ。その結果，男の2002年
で全死因，気管・気管支及び肺，2003年で全死
因，悪性新生物総数，気管・気管支及び肺，
2004年で気管・気管支及び肺，女の2003年で悪
性新生物総数の各 で有意の正相関がみら
れた。2003年の15歳以上１人当たりたばこ消費
本数と男の全死因，男の悪性新生物総数，男の
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標準化死亡比

全死因

悪性新生物 心疾患
脳血管
疾患総数 胃 大腸 肝及び肝

内胆管
気管・気管
支及び肺 総数 急性心

筋梗塞

男

2002年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

2003年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

2004年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

女

2002年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

2003年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

2004年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

注 1) ｒ： の相関係数， ： の順位相関係数，ｐ：有意確率，Ｎ：標本数
2) 網掛けは有意水準５％で有意，太枠内は分布の正規性を考慮して有意であることを示す。

SMR SMR
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悪性新生物気管・気管支
及び肺，女の悪性新生物
総数の各 の散布図
をそれぞれ から
に示した（＊：ｐ＜0.05，
＊＊：ｐ＜0.01で有意）。
各都道府県の15歳以上
１人当たりたばこ消費本
数と基本健康診査喫煙率
（2003年），国民生活基
礎調査喫煙率（2001年）
および国民栄養調査
（1986年から1995年）か
ら計算した喫煙者指数と
の相関を に示した。
男の15歳以上１人当たり
たばこ消費本数と国民生
活基礎調査喫煙率との間
に相関がみられなかった
が，他はすべて有意の正
相関がみられた。男より
女の方が有意性が高かっ
た。

Ⅳ

喫煙習慣は喫煙者の健
康を害するだけでなく，
喫煙習慣のない家族や職
場などの周りの人の健康
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SMR SMR

基本健康診査
喫煙率

国民生活基礎
調査喫煙率

国民栄養調査
喫煙者指数

2003年 2001年 1986-1995年

男

2002年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

2003年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

2004年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

女

2002年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

2003年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

2004年

ｒ
ｐ
Ｎ

ｐ
Ｎ

注 1) ｒ： の相関係数， ： の順位相関係
数，ｐ：有意確率，Ｎ：標本数
2) 網掛けは有意水準５％で有意
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をも害する点で，生活習慣の中でも特異的なも
のである。 12)では「受動喫煙と子供」の
中で「受動喫煙に対する子供の弱点は医学的と
倫理的の両方の理由から特に懸念される。…子
供にはどうしても大人達より選択の幅が少ない。
彼らが望んでも煙で満たされた部屋を去ること
ができそうもない。幼児は頼むことができない。
そして，ある子供は快適な請求に気づかないか
もしれない。そして，他の子供は自分たちが求
めても去ることが許されないかも知れない」と
述べ，一種の虐待と捉えている。
「たばこ規制枠組条約」4)の成立により，わ

が国のたばこ環境も変わりつつある。特徴的な
ことは，たばこ事業法施行規則13)，第36条２の
注意表示が「あなたの健康を損なうおそれがあ
りますので吸いすぎに注意しましょう」から，
「喫煙は，あなたにとって肺がんの原因の一つ
となります。疫学的な推計によると，喫煙者は
肺がんにより死亡する危険性が非喫煙者に比べ
て約２倍から４倍高くなります」「妊娠中の喫
煙は，胎児の発育障害や早産の原因の一つとな
ります。疫学的な推計によると，たばこを吸う
妊婦は，吸わない妊婦に比べ，低出生体重の危
険性が約２倍，早産の危険性が約３倍高くなり
ます」などと有害性を明確に表示されるように
なったことである。しかし，「我が国たばこ産
業の健全な発展を図り，もつて財政収入の安定
的確保及び国民経済の健全な発展に資すること
を目的とする」というたばこ事業法は依然とし
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て存在している。
さきに３)青森県および長野県の市町村別たば

こ売渡本数（返還本数と課税免除本数を差し引
かない本数）と主要死因別 との関連を検
討した結果，15歳以上１人当たりたばこ売渡本
数との間に，男の場合，青森県では全死因，悪
性新生物総数，胃，大腸，脳血管疾患 で
有意の正相関がみられ，長野県では胃，大腸

で有意の正相関がみられた。女の場合，
青森県では関連がみられなかったが，長野県で
は悪性新生物総数と大腸 で有意の正相関
がみられ，多くの主要死因で喫煙の影響を否定
しえない結果が得られた。
たばこ売渡本数は各市町村のたばこ小売店に

対して，たばこ製造業者や卸売販売業者などが
売り渡したたばこ本数である。たばこ売渡本数
から課税免除本数と返還本数を差し引いた本数
にたばこ税が課税される。本稿では全都道府県
から，たばこ売渡本数，課税免除本数および返
還本数のデータを提供してもらい，たばこ売渡
本数から課税免除本数と返還本数を差し引いた
ものをたばこ消費本数とした。たばこ消費本数
はその都道府県で販売されたものではあるが，
旅行者など当該都道府県以外の人も買うので，
必ずしもその都道府県民で全てを消費したとは
限らないが，当該都道府県民以外の消費本数は
不明であることから，全てその都道府県民が消
費したものとして計算した。
15歳以上１人当たりたばこ消費本数の男女の

数値は，各都道府県のたばこ消費本数を各都道
府県の15歳以上男女別人口でそれぞれ除した値
である。男女の主要死因別 との関連をみ
るために男女別に15歳以上１人当たりたばこ消
費本数を求めた。この値は15歳以上の男女それ
ぞれが都道府県たばこ消費本数を全て消費した
という計算になる。男女の喫煙率が異なること
から，この指標は男女の比較はできないが，各
都道府県の相対的な値と考えることができる。
別の見方をすると，喫煙者，非喫煙者を含めて，
都道府県民がたばこの煙にさらされている指標
とも考えることができる。
都道府県の男15歳以上１人当たりたばこ消費

本数は年次間に高い相関を示しながら，有意に
低下していた。これは 全国喫煙者率調査14)

にみられる男全年齢の喫煙率が2002年，49.1％，
2003年，48.3％，2004年，46.9％と低下してい
ることと矛盾しない。また，15歳以上１人当た
りたばこ消費本数は基本健康診査喫煙率9)，国
民生活基礎調査喫煙率10)，国民栄養調査喫煙者
指数11)などの喫煙率との間に，国民生活基礎調
査喫煙率（男）を除き，有意の正相関がみられ
た。いずれの喫煙率も男より女の方が相関係数
が高く出ているがその理由は明らかでない。た
ばこ消費本数は多くは当該都道府県民で消費さ
れたものと考えられるが，旅行者など他の都道
府県民の消費が含まれている可能性はある。一
方，喫煙率は抽出された標本に対する質問で
「はい」と答えた人の割合で，抽出に伴う誤差
や，回答率，回答者の偏りなどの誤差が含まれ
ているものと考える。
15歳以上１人当たりたばこ消費本数と主要死
因別 との相関は，分布の正規性を考慮に
入れると男では全死因，悪性新生物総数，悪性
新生物（気管・気管支及び肺）の各 に有
意の正相関がみられ，女では悪性新生物総数の

のみに有意の正相関がみられた。有意な
相関係数は全て正で，15歳以上１人当たりたば
こ消費本数が多い都道府県ほど主要死因別

が高い傾向を示した。女より男の方が多
くの疾患で相関がみられ，しかも係数が高く出
ている理由の１つとして喫煙率の差が考えられ
る。すなわち15歳以上１人当たりたばこ消費本
数は喫煙率の高い男の方が女より指標としての
精度がよいものと考える。
本研究では2002年から2004年のたばこ消費本
数と1998年から2002年のデータから計算された

の関連をみたが，ほぼ同時期の現象の関
連をみている。喫煙の健康影響は時間的にかな
り後に発生するわけであるから，因果関係をみ
ているとはいえない。しかし に示
したように15歳以上１人当たりたばこ消費本数
は高い相関をもって推移していること考慮する
と，昔の喫煙状況を反映しているとも考えられ
る。
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以上のことから，都道府県別たばこ消費本数
と主要死因 との相関関係から，気管・気
管支及び肺などの主要死因で喫煙の影響を否定
しえない結果が得られたものと考える。

たばこ売渡本数等の資料を提供していただい
た各都道府県のたばこ税管轄部署のみなさまに
心からお礼申し上げます。
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